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産科医療補償制度に基づき支払われる補償金の所得税法上の取扱いについて（照会） 

 

産科医療補償制度（以下「本件制度」といいます。）は、安心して産科医療を受けられ

る環境整備の一環として、分娩に係る医療事故により脳性麻痺となった児及びその家族の

経済的負担を速やかに補償するとともに、事故原因の分析を行い、将来の同種事故の防止

に資する情報を提供することなどにより、紛争の防止・早期解決及び産科医療の質の向上

を図る仕組みです。 

本件制度においては、産科医療補償制度補償約款の規定に基づき、分娩に係る医療事故

により脳性麻痺となった児に対して一定の補償金（以下「本件補償金」といいます。）が支

払われることになっています。 

そこで、本件補償金については、所得税法第９条第 16 号及び所得税法施行令第 30 条に

規定する非課税所得として取り扱って差し支えないか伺います。 

なお、本件制度の概要及び本件補償金が非課税所得として取り扱われる理由は、下記の

とおりです。 

記 

１ 本件制度の概要 

（１）本件制度の仕組み 

① 分娩を取り扱う病院、診療所及び助産所（以下「分娩機関」といいます。）は、本

件制度の運営組織である日本医療機能評価機構（以下「運営組織」といいます。）が

損害保険会社との間で締結する産科医療補償責任保険契約への被保険者としての加

入を運営組織に申請します。 

（注）「産科医療補償責任保険契約」とは、保険契約者を運営組織、被保険者及び保険金受取人

を分娩機関として、分娩機関が自院の管理下における分娩で脳性麻痺の児が出生した場合

（無過失である場合に限ります。）に保険金を受け取る損害保険契約です。 

② 妊産婦は、出産を予定している分娩機関が本件制度に加入しているか否か、また、

本件制度の補償内容を確認します。その上で分娩機関は、自院で出産を予定してい



 

る妊産婦の情報を運営組織に登録します。 

③ 分娩機関は、運営組織を通じて損害保険会社に保険料を支払います。この保険料

は、分娩費用の一部として最終的に妊産婦が負担することとなります。 

④ 出生した児が脳性麻痺となった場合には、産科医療補償制度補償約款の規定に基

づき分娩機関が児に対して本件補償金を支払います。この場合、本件補償金には、

分娩機関が産科医療補償責任保険契約に基づいて支払を受ける保険金（以下「本件

保険金」という。）が充てられます。 

 

（２）本件補償金の額 

準備一時金（600 万円）と補償分割金（120 万円×20 回）の合計額（3,000 万円）とな

ります。 

 

（３）本件補償金の支払方法 

  ① 脳性麻痺となった児又はその保護者は、運営組織に対して本件補償金の支払を請

求します。 

② 運営組織は、分娩機関から保険金請求の業務委託を受け、損害保険会社に対して

本件保険金の支払を請求します。 

③ 分娩機関は、本件保険金を本件補償金に充てるために、別添の「産科医療補償責

任保険金請求書」により、脳性麻痺となった児名義の金融機関の口座を本件保険金

の支払先に指定します。 

④ 損害保険会社が、指定された口座に本件保険金を振り込むことにより、本件補償

金の支払が履行されます。 

 

（４）損害賠償金との調整 

本件制度においては、分娩機関が妊産婦又は児に対して損害賠償責任を負う場合には、

保険金は支払われないこととされています。しかしながら、損害賠償責任を負うかどう

かが判明するまで相当の期間を要することから、通常は、その間に既に本件補償金が支

払われています。このため、分娩機関が損害賠償責任を負う場合には、既に支払われた

本件補償金は分娩機関が妊産婦又は児に対し支払うべき損害賠償金に充てられます。こ

の場合、分娩機関は、既に支払われた本件補償金（本件保険金に相当する金額）を損害

保険会社に対し返還する義務を負うこととされています。 

 

２ 本件補償金が非課税所得として取り扱われる理由 

（１）非課税所得とされる損害保険金等 

損害保険契約に基づき支払を受ける保険金及び損害賠償金（これらに類するものを含



 

む。）で、心身に加えられた損害に基因して取得するものは、非課税所得とされていま

す（所法９①十六）。これには、損害保険契約に基づく保険金及び生命保険契約に基づ

く給付金で、身体の傷害に基因して支払を受けるものその他これらに類するものが含ま

れるものとされています（所令 30 本文・一）。 

 

（２）本件補償金について 

本件制度は、次の理由から損害保険契約に類するものと認められますので、本件補償

金は「損害保険契約に基づき身体の傷害に基因して支払を受けるものに類するもの」と

して、非課税所得として取り扱うのが相当と考えられます（所法９①十六、所令 30 本

文・一）。 

 ① 本件制度においては、分娩機関が運営組織を通じて損害保険会社に支払う保険料は、

分娩費用の一部として、最終的に妊産婦が負担することになります。また、分娩機関

は、運営組織が損害保険会社との間で締結する産科医療補償責任保険契約への被保険

者としての加入を運営組織に申請することになっています。これにより、分娩機関は

本件保険金を本件補償金に充てるために、脳性麻痺となった児名義の金融機関の口座

を本件保険金の支払先に指定し、損害保険会社から児に対して、直接、本件補償金が

支払われることになります。これら一連の手続は、被保険者及び保険金受取人を児と

する損害保険契約と同視することができます。 

② 損害保険契約においては、保険価額（損害額）を超えた保険契約は無効とされてお

り（旧商法 631）、また、同一の目的物について数個の損害保険契約が併存する場合に、

これらの契約の保険金の額の合計額が保険価額（損害額）を超過するときは、保険金

の額の調整が行われることになっています（旧商法 632）。本件制度では、分娩機関が

妊産婦又は児に対して損害賠償責任を負う場合には本件保険金（本件補償金）は支払

われず、本件補償金と損害賠償金が重複して支払われることはないから、損害保険契

約に類する契約であると考えられます。 

（注）損害賠償責任を負う場合には、既に支払われている本件補償金に相当する金額が損害賠償金

の額から控除されます。 

以上 

 



別紙１－４ 

チ ェ ッ ク シ ー ト 

（同業者団体等照会用） 

 

 このチェックシートは、「取引等に係る税務上の取扱い等に関する照会（同業者団体等用）」を提出す

るに当たって、照会の内容等が文書による回答の対象であるかどうかを確認していただくための「一般

的な事項」をまとめたものです。 

確認が終わりましたら、照会文書と併せて提出してください。 

 

項 目 チェック欄 

⑴ 照会者の構成事業者が行う取引等に係る照会である。 はい・いいえ

⑵ 国税（関税、とん税及び特別とん税を除く。以下同じ。）に関する法令の解釈・

適用その他税務上の取扱いに関する照会である。 
はい・いいえ

⑶ 特定の事業者の個別の取引等に係るものでなく、同様の業種・業態に共通する

取引等に係る照会で、多数の納税者から照会されることが予想されるものである。 
はい・いいえ

⑷ 照会の申出の際に、審査に必要な資料を提出している。 はい・いいえ

⑸ 照会内容の審査に必要な追加的な資料や翻訳文の提出に同意する。 はい・いいえ

⑹ 照会者名、照会内容及び回答内容が公表されることに同意する。 はい・いいえ

⑺ 照会者名、照会内容及び回答内容が公表されることについて、取引等の関係者

の了解を得ること、並びに仮に関係者間で紛争が起こった場合には、照会者の責

任において処理することに同意する。 

はい・いいえ

⑻ 調査等の手続、徴収手続、酒類等の製造免許若しくは酒類の販売業免許又は酒

類行政に関係する照会ではない。 
はい・いいえ

⑼ 取引等に係る税務上の取扱い等が、法令、法令解釈通達あるいは過去に公表さ

れた質疑事例等において明らかになっていない。 
はい・いいえ

⑽ 事実関係の認定が伴う照会ではない。 はい・いいえ

⑾ 照会に係る取引等は、法令等に抵触しない又は抵触のおそれがないものである。 はい・いいえ

⑿ 照会に係る取引等について、関係者間等で紛争中ではない又は紛争のおそれが

ない。 
はい・いいえ

⒀ 照会に係る取引等は、税の軽減を図ることを主要な目的として行われるもので

はない。 
はい・いいえ

⒁ 一連の組み合わされた取引等の一部のみの照会ではない。 はい・いいえ

 

（注）このチェックシートのすべての項目に該当する場合であっても、審査の結果、文書による回答が

なされない場合もあります（詳細につきましては、国税局等の窓口でご相談ください。）。 
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